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□　a.期待以上

■ b.期待どおり

□　c.やや下回る

□　d.期待以下

　最終予算額　 （Ａ) 国庫・県単

　決　算　額 （Ｂ) 実施方法

Ｂ(H21はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費　  （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H21はA)＋Ｃ）

  □　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　□　余地なし ■　当面余地なし □　余地あり

　□　余地なし □　当面余地なし ■　余地あり

事業内容 長野県短期大学（付属幼稚園を含む。）の運営

実施期間 Ｓ２６ 根拠法令等 長野県短期大学条例

【課題の特定（事業の実施により解決しようとする課題は何か）】

魅力ある、質の高い高等教育の教授、人材の育成を図る必要がある。
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事業の
目　的

県民の生活及び文化の向上に寄与することを目的として、広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究することにより、優れた
人材を育成する。

【現状（事業の目的との間にどのようなギャップがあるか）】

県内高等学校卒業生の高等教育機関（大学又は短大）への進学率が上昇している。

【原因分析（ギャップが発生している原因は何か）】

県民の高等教育へのニーズが高い。
事業の
必要性

4,284 4,289

千円 637,168 599,699

・給料：318,863
・職員手当等：171,180
・需用費：41,160

0.60

4,289

594,269

595,410 ― 直接

303,762 291,387 284,339 歳出節別
内訳等

（単位：
　　千円）

0.60 0.60

20年度 21年度（当初） 20年度の概要

千円 639,955 599,134 589,980 県単

19年度

・高等教育機関（大学又は短大）への進学率は増加して
いる。（［全国］H19：53.8%、H20：55.4%、［長野県］H19：
52.0%、H20：53.1%）
・行政機構審議会の答申を踏まえ、当面は現行の運営を
継続しながら将来のあり方の検討をしていく必要がある。
・老朽化に伴う施設修繕は、緊急性の高いものから効率
的に行っていく必要がある。

  □　増加 ■　横ばい □　減少

左記以外の20年度の実績

入学者数（専攻科含む。） 304 297 307 ・中国河北大学との教育交流協定を締結。
（H20卒業生２名が編入学予定。）
・長野市との協定による事業への参画。
（子育て支援活動、生涯学習活動）

110.0 113.7

地域連携事業の講座開催回数 33

20年度

39 33

21年度（予定）19年度

112.6

内線

E-mail
長野県短期大学運営事業

中期総合計画主要施策番号 担
当
課

４３１３

kyoiku@pref.nagano.jp
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事業の目指す成果 達成度（期待どおり）の判定基準（H20) 達成状況 評価

県民の高等教育へのニーズに応え、優
れた人材を育成する。

全国水準の志願倍率、就職率を維持す
る。

・入学志願倍率：4.0倍（昨年県短3.5倍、
全国公立短大平均：2.7倍）
・就職、進学状況：284名（卒業生294名、
昨年296名中286名）
・就職希望者に対する就職率：95.7%（昨
年99.6%、全国短大平均：94.5%）

平成21年度事務事業評価シート （20年度実施事業分）
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人
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事　業　名
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回

定員に対する充足率

千円
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区　分 判　定　・　説　明

事業のニーズの変化

県の関与を見直す余地

有効性を高める余地

効率性を高める余地

課題の総括
・魅力ある高等教育機関として引き続き充実化に取り組んでいく。
・４年制化・法人化等を含めた将来のあり方を検討していく必要がある。
・付属幼稚園に関しては、短大のあり方検討と連携しながら引き続き検討していく必要がある。
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